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─院内業務及び患者搬送業務における課題解決及び
働き方改革におけるタスクシフティングについて

北九州市立八幡病院 院長
北九州地域 救急業務MC協議会 会長

伊藤 重彦

消防機関以外に属する救急救命士の活用

第14回 救急・災害医療提供体制の在り方

に関する検討会（2019年５月23日）
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▷緊急性の乏しい患者の利用を避ける等救急車の適正利用

を徹底させること
▷全国の地域支援病院の緊急用又は患者搬送用自動車
の有効活用することを徹底させること

①当該医療機関において治療能力を欠き、かつ

②他の専門病院に緊急に搬送する必要があり、
③他に適当な搬送手段がない場合

消防救急車による転院搬送の対象

医療機関からの転院搬送─全国消防協会からの要望

（Ｈ27年6月）

（Ｓ49年12月）

▶救急車の適正利用 ─ 消防救急車以外の搬送資源活用

患者等搬送車や病院救急車等を緊急性のない傷病者の移動や転院搬送等に積極的に活用

H29年消防救急車による転院搬送件数は約53万4千件
で、総出動件数の8.4％、前年度比2.4％の増加

転院搬送における救急車の適正利用の推進について（総務省消防庁・厚生労働省 通知 H28年３月）

▷緊急性の乏しい転院搬送については病院救急車、消防機関が認定する患者等搬送事業者等を活用する。

▷地域医療支援病院等の救急用又は患者輸送用自動車を転院搬送に有効活用するよう要請する。
▷必要に応じ、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準に転院搬送ガイドライン等の内容
を踏まえた規定を定める。

▷地域MC協議会等関係者間で、転院搬送を行う場合についてのルールについて合意形成を行う。

消防救急車の出動件数に占める転院搬送件数の推移

統計年 出動件数 構成比（％） 増減率（％）

Ｈ29 534,072 8.4 2.4

Ｈ28 521,664 8.4 2.1

Ｈ27 510,818 8.4 2.4

Ｈ26 498,706 8.3 1.6

Ｈ25 491,089 8.3 1.4

Ｈ24 483,697 8.3 1.2

Ｈ23 478,067 8.4 1.8

（背景1）高齢社会の救急需要増加に対する消防救急車の代替搬送手段確保は喫緊の課題

H27年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（ 消防庁 Ｈ28年3月 ）
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・H27年中の福岡県下25消防本部の総救急出動件数：243,139件
・うち、消防救急車による転院搬送件数：22,855件
・総救急出動件数に占める転院搬送件数（転院搬送率）：9.4％
・福岡県の転院搬送率9.4%は、全国平均8.4%より１%高い

（背景２）福岡県における、消防救急車による転院搬送事案の現状

▷転院搬送患者は、診断や治療内容、搬送中の病状変化の予測、搬送理由
や搬送先が判明している場合が多い。

▷重症度が軽症の患者搬送、医師又は看護師が同乗しない患者搬送の多くは、
消防救急車以外の搬送手段（病院救急車、民間救急車）が利用できる。

重症度が軽症である患者の転院搬送件数の割合 6.0%

医師又は看護師の同乗がない転院搬送件数の割合 24.0%
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民間患者等搬送車 その他

（背景３）福岡県内政令指定都市（北九州市、福岡市）の病院における
転院搬送時に同乗する職種と病院が保有する病院救急車の利用状況

（調査対象）北九州市および福岡市内の206病院
（北九州市病院：90、福岡市内病院：116）

（調査期間）平成29年10月1日～11月30日
（調査内容）転院搬送の現状と病院救急車の利用度
（調査結果）195病院から回答を得た。（回答率94.7％）
・病院救急車を保有する病院は、33病院（17％）で、病院救急車
による転院搬送時におもに同乗する職種は、医師40％、看護師
44%、病院救命士は2％であった。（図①）

・病院救急車保有の有無にかかわらず、福岡県内病院が、緊急度
が低い又は病状が安定した患者の転院搬送時に最も利用する搬
送手段は、民間の患者等搬送車 (36%)、病院救急車(16%)、
消防救急車（15%）であった。（図② ；186病院が回答）
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図① 転院搬送同乗者の職種

★緊急度が低い又は病状が安定している患者の転院搬送にお
いては、北九州市、福岡市内の病院が最も利用している搬送
手段は、民間事業所の患者等搬送車 36％、病院救急車 16％、
消防救急車 15％であった。
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（調査実施：北九州市保健福祉局、福岡市保健福祉局）

図②最も利用頻度が高い搬送手段

（回答一つ）

（複数回答）

N=186

N=55
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▷消防庁は、厚生労働省と連携して、救急業務として行う転院搬送について定めた

ガイドラインの作成を行い、都道府県及び各消防本部に示す必要がある。

☞ 消防救急車の適正利用の推進

★緊急性のない傷病者の移動や転院搬送 ⇒病院救急車や民間救急車の活用
★市民の医療が地域内で完結できる取組 ⇒患者等搬送事業者の積極的活用

（総務省消防庁 H27年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書）

▷そのうえで、各地域において、関係者間で十分に議論し、合意形成を行った上で地域の

実情に応じたルール化を行うことなどにより、転院搬送における救急車の適正利用を推進

することが期待される。

▷消防機関の救急車以外の搬送資源については、消防機関が認定する患者等搬送事業者や

医療機関が保有する患者等搬送車（いわゆる病院救急車）が挙られ、緊急性のない傷病者
の移動や転院搬送に活用されることが期待される。

▷また、地域包括ケアシステムを構築していく中で、自治体が患者等搬送事業者と連携し、

地域の病院への転院搬送に活用し、在宅療養している市民の医療を可能な限り地域内で

完結させるような取組が推進されているため、こうした場面においても患者等搬送事業者
等を積極的に活用していくことが期待される。
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平成30年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）研究

「消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に資する研究」
研究代表者 伊藤 重彦 北九州市立八幡病院 救命救急センター

（研究１）転院搬送における病院救急車の積極的活用に係る課題と解決策に関する研究

（研究２）転院搬送に病院救急車を活用するための課題の抽出と解決策の検討

（研究３）病院に属する救急救命士の病院内業務及び患者搬送業務の実態について

（研究４）消防機関以外に属する救急救命士の患者搬送業務におけるMC体制及び救急救命処置範囲に関する研究

（研究５）病院救急車の積極的活用における病院負担等に関する検討

（研究６）都市部における病院救急車の運用に係る課題の整理と解決方略に係る指針の作成

（研究７）北九州地域における病院救命士が搭乗する病院救急車による患者搬送業務の試験運用

（成果１）病院救急車活用における医療機関の負担要因、課題の抽出と解決策

（成果２）病院救急車の地域内運用における地域医療を担う関係者間の協議と合意形成

（成果３）病院救命士が搭乗する患者搬送業務における新たなMC体制の確立

（成果４）地域MC協議会による消防機関以外に属する救急救命士の救急救命処置に関する指針

（成果５）病院救命士が搭乗する病院救急車の試験運用及び運用指針の作成

（成果６）働き方改革の一環として、病院救命士活用による救急現場の医師・看護師の負担軽減
及び転院搬送における消防救急車の適正利用による消防隊員搬送業務の負担軽減

【成果目標】
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低緊急又は病状が安定した患者に対する、消防救急車の代替搬送手段の確保

① 病院救命士が搭乗する病院救急車による転院患者搬送システム

② 民間救命士が搭乗する民間救急車による転院患者搬送システム

①消防救急車の代替搬送手段による転院搬送においては、どのような緊急度、
傷病程度の患者を搬送対象とするのか、その判断を誰がするのか。

②転院搬送において、消防機関以外に属する救急救命士が現場及び車内で行う
救急救命処置範囲や運用マニュアル等を、誰がどのように整備するのか

③消防機関以外に属する救急救命士の質を担保するためのメディカルコント
ロール（ＭＣ）体制や教育・研修体制を、誰がどのように整備するのか

代替搬送手段

解決すべき課題
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☞ 消防機関以外に属する救急救命士が行う患者搬送中の救急救命処置の考え方

救急救命士法第２条２項─救急救命士は、厚生労働大臣の免許を受け、救急救命士の名称

を用いて、医師の指示の下に、救急救命処置を行う者

▷厚生労働大臣の免許を受け、救急救命処置の実施できる状況にある者（実施規定等

のルールを定めることにより、救急救命処置の実施が可能となった者）は、消防機関

以外に属する者も救急救命士である。

救急救命士法第２条第１項─救急救命処置は、その症状が著しく悪化又は生命が危険な状

態にある傷病者（重症傷病者）が病院又は診療所へ搬送されるまでの間に、病状の著しい

悪化を防止し、生命が危険を回避するために緊急に必要なもの

▷病院、診療所へ患者搬送する際に、低緊急患者の病状が急変、悪化する場合も、

重症化した傷病者（重症傷病者）にあたるため、救急救命処置が実施できる。

救急救命士法施行細則第２２条─救急用自動車等とは、重症傷病者を搬送するために使用

する救急自動車、船舶、飛行機であり、医師の指示を受けるために必要な通信設備、救急

救命処置を適切に行うための構造設備を有するもの

▷緊急動車の登録をしていない患者等搬送車で、救急救命処置が実施可能な医療資機

材を積載し、搬送患者の病状急変（重症化）に対応できる、オンラインMC下で救急

救命処置の実施できる救急救命士が搭乗している車両は、救急用自動車である。

7
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① 現場及び患者搬送中において、オンラインＭＣ体制が整備されていること

② ＭＣ協議会が定める救急救命処置範囲、プロトコル、事後検証体制があること

③ 病院救命士、民間救命士の病院実習や再研修に対する評価体制ができていること

④ 地域で統一した搬送記録票、救急救命処置録を作成し、５年間保存すること

⑤ 緊急事態において、地域消防機関と密接に連携できる体制が確保されてること

⑥ 救急救命処置が実施可能な医療資機材を積載した患者等搬送車両であること

消防機関以外に属する救急救命士（病院救命士、民間救命士）が、現場及び転院搬送中
の車内において、救急救命処置を実施できるための条件及び地域ＭＣ協議会の役割

北九州地域ＭＣ協議会

消防機関以外に属する救急救命士

の患者搬送活動に係る検討委員会

消防機関以外の救急救命士のＭＣ協議会認定制度

ＭＣ協議会が定める救急救命処置範囲・プロトコル

ＭＣ協議会による患者搬送中のオンラインＭＣ体制

統一の患者搬送票・救急救命処置録及び５年間保存

ＭＣ協議会が定める病院実習・再研修の実施体制

▷消防機関以外に属する救急救命士に対する新たなＭＣ体制

8
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北九州地域MC協議会が認定する
「MC協議会認定救急救命士」
が実施できる救急救命処置範囲

★１（赤い枠内）の救急救命処置は、
すべて実施できることとする。

（北九州地域MC協議会:2018.10）

Ａ：消防職員（標準課程） Ｂ：消防機関救急救命士 Ｃ：消防機関以外の救急救命士（MC協議会認定救命士）

★２,３の救急救命処置については、
病院実習を含む研修体制が確立される
までの間は、実施できないこととする。

▷北九州地域MC協議会は、消防機関以外に
属する救急救命士のうち、北九州地域MC協
議会が認定する救命士（以下 MC協議会認定
救命士）の実施できる救急救命処置範囲を以
下のように定める。 ただし、病院・診療所
等に属する救急救命士（病院救命士）と民間
事業所に属する救急救命士（民間救命士）の
処置範囲は同じとする。

9
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★北九州地域MC協議会認定救命士の新規申請・更新
申請時の具体的研修内容

★北九州地域MC協議会認定救命士の病院実習評価表

★特定行為を実施できない

消防機関以外の救急救命士
の再研修時間・単位は

2年間で60時間以上

10
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・搬送記録・救急救命処置録は

地域で統一した様式を使用する
・病院救命士も民間救命士は同じ書式

地域MC協議会認定救命士が使用する活動記録・救急救命処置録

11
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（調査）政令指定都市20消防本部に対し、H29年度中の消防救急車による転院搬送件数及び搬送傷病者

の傷病程度、医師・看護師同乗の有無、転院搬送中の救急救命処置の内容について調査を行った。
（結果）20消防本部のうち、17消防本部が回答した。（回答率85％）
・各消防本部の転院搬送件数に占める医師、看護師同乗件数の割合は平均47.2%で、搬送傷病者の傷病
程度は、重症14.8％、中等症76.9％、軽症8.0％、その他0.1％であった。（図１、図２）

・救急救命処置内容：酸素吸入及び観察処置が多く、特定行為実施はほとんどなかった。 （表１）

全国政令指定都市における消防救急車による転院搬送事案の調査
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q

重症 中等症 軽症 その他

救急救命処置 実施率（%）

血圧測定 71.7

聴診器を用いた呼吸音聴取 12.4

血中酸素飽和度測定 75.7

心電図モニター 32

酸素吸入 75.8

特定行為 0.3

表１ 救急救命処置内容と実施率図２ 転院搬送傷病者の傷病程度図１ 医師・看護師同乗の有無

▷20政令指定都市消防本部の消防救急車による転院搬送において、医師・看護師が同乗した

事案は47.2％であった。

▷転院搬送中の救急救命処置は、傷病者の観察に対する処置であり、重症患者又は搬送中の
急変に対して特定行為の実施を必要とする事案はほとんどなかった。

（平成30年度厚生労働科学特別研究：消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に資する研究」）
12
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★八王子市高齢者救急医療体制広域連絡会(八高連) 
の病院車を使った地域高齢者搬送支援システム

（課題）
・高齢者は入院が長期化、入り口問題、出口問題の解決が必要
・退院時に、介護福祉関係者を含めた協議と連携が必要
・移動・搬送手段のないことが多く、消防救急車に頼っている
（解決）
・医療機関、搬送消防機関、介護施設間で患者医療情報の共有
・消防救急車に代わる受診手段、搬送手段を確保し、退院後の

地域内医療機関・施設での受入れ
（出典：猪口正孝：救急の日シンポジウム講演資料2013）

★病院救命士が搭乗する病院救急車を活用した
緊急走行しない緩やかな救急搬送システム

(課題）
・全国的に、病院救急車又は一般病院車の活用が不十分
・病院救急車による搬送実績は、特別な関係の医療機関・施設、

専門医療機関への送り搬送がほとんどである。
（解決）
・連携する診療所や介護施設、在宅療養中の急病者の自院への

搬送受入れ（迎え搬送）を積極的に行う。
・低緊急患者を対象に、地域MC体制下で病院救命士が搭乗する

病院救急車による搬送システム構築（厚生労働科学特別研究）

緊急度が低い患者搬送業務における病院救命士が搭乗する病院救急車の活用方法

※地域全体をカバーする患者搬送支援システム

13

連携する診療所
かかりつけ患者

連携する
施設利用者

在宅療養中の
かかりつけ患者

連携する
総合病院

連携する
療養型病院

病院救急車保有病院

※連携する医療機関・施設間の迎え搬送の促進
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病院救命士が搭乗する病院救急車の運用は、病院救急車保有病院の責任で行う

民間救命士が搭乗する民間救急車の運用は、各民間事業所の責任で行う

▷病院救急車を運用する各病院の連携先範囲は狭く、少数の医療機関・施設との連携
▷複数の病院救急車運用により、地域全体をカバーする緩やかな救急搬送体制を確保

地域医師会地域ＭＣ協議会 関係団体・行政機関

・地域の搬送元・搬送先医療機関
との連携・調整

・高齢福祉・介護施設等との調整

・転院搬送に係る消防機関との調整 等

・消防機関以外の救急救命士活動に
係る諸体制の整備

・搬送中のオンラインＭＣ体制

・事後検証・再研修体制の整備 等

・地域包括ケア、高齢福祉関連
団体との連携・協議

・消防救急車と患者等搬送車の

緊急時対応への連携 等

★転院搬送における消防救急車の代替え搬送手段・患者等搬送車の活用モデル

民間救急車

病院救急車

地
域
単
位

14
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項 目 北九州地域における試験運用 結果

運用期間 2018年11月1日～2019年2月28日

搬送形態
オンラインMC下に病院救命士のみが搭乗する病院救急車搬送

ＭＣ協議会認定救命士14名が搬送業務に参加

患者対象 緊急度が低い、あるいは病状が安定した患者

搬送件数 64件；すべて迎え搬送（他の場所から自施設への搬送）

年齢層 65歳以上59件（92.2％）、うち75歳以上49件（76.6％）

疾病分類
内因性47件（73.4%）、うち呼吸器系、消化器系37件（78.8%）

外因性17件（26.6％）、うち転倒による大腿骨骨折10件（58.8%）

搬送元 病院42件（65.6%）、診療所12件（18.7%）、施設10件（15.6%）

搬送目的 急病者の精査目的、診断後の治療目的による搬送が50%づつの割合

▷搬送患者の年齢層

75歳以上 49（76.6%）

65～75歳未満 10（15.6%）

65歳未満 5（7.8%）

▷搬送患者の疾病内容

［内因性］ 47

循環器 3

呼吸器 18

消化器 19

中枢神経 1

内分泌・代謝 1

その他 5

［外因性］ 17

合計 64

▷搬送元の種別

施設→病院 10

病院→病院 54

合計 64

低緊急又は病状が安定した患者搬送における、病院救命士が搭乗する病院救急車の試験運用

①転院搬送（迎え搬送）において、病院救急車に病院救命士が搭乗する

患者搬送業務の安全性が確認出来た。
②搬送対象患者の緊急度の判断は適切で、搬送中のオンラインＭＣ
による助言事案は１件のみであった（酸素投与量の変更のみ）。
③施設からの要請が少なかった理由は、職員が搬送患者の緊急度を
判断することが難しかった可能性がある。

（平成30年度厚生労働科学特別研究：消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に資する研究」）
215
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（タスクシフティングの対象となる具体的な業務内容）
・静脈路確保や輸液製剤の接続・交換、気管挿管と単純な呼吸管理、ドクターカー/ラピッドカーなど
救急現場出動のための車両の運転と現場での診療補助、地域メディカルコントロール業務の補助など
①初療室での医師業務の補助を中心として、救急救命士資格者の雇用推進を提案する。
②上記を達成するため、救急救命士法第四十四条（特定行為等の制限）に関する法的処置を要望する。

▷働き方改革への対策─タスクシフティングを進める（日本救急医学会；2018.10月）

（日本救急医学会 医師の働き方改革に関する特別委員会 中間報告）

救急現場の医師・看護師の負担軽減、及びタスクシフトにおける救急救命士の活用

（医師の働き方改革と救急医療に関する 日本医師会緊急調査）

・2次救急医療機関（N=1501 ����（図①）
���������1000���������� 583�
�医師から看護師等の他職種へのタスク・シフティングに
ついては、7割程度の施設が「どの業務をどのように委ねるか、
十分な検討が必要」を選択し、即座に実施できるものでは
ないことが分かった。

▷医師から他職種へのタスクシフティングは可能か 14%

68%

17%
1%

相当程度可能（既にシフトしている、問題なし）

どの業務をどのように委ねるか、十分な検討が必要

他の職種の確保・研修、業務過量が懸念されて困難

その他

図①

救急医療現場は、医師、看護師をはじめとして、人的医療資源が不足している

16
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25

( 44%)
25

(45%)

6

(11%)

賛成（病院独自のＭＣ体制）

賛成（ＭＣ協議会によるＭＣ体制）

反対（救急救命士の実施は不要）

▷病院内の救急外来業務等において、病院救命士が配置されることで、現場医師、
看護師等の負担軽減になるか（救急病院からみた、タスクシフティングへの期待）

33

(57%)

22

(38%)

3

(5%)

非常役だっている

役だっている

どちらともいえない

（調査）全国の救命救急センター及び地域医療支援病院588病院に対して、病院救命士の
活用に関する調査を依頼し、260病院が回答した（回答率44.1%）。

・病院救命士雇用：58病院（22%）、病院救命士非雇用：202病院（78%）
（結果）病院救命士雇用58病院中55病院（94.8%）は、病院救命士が非常に役に立ってい
る又は役に立っていると回答し、医師、看護師の負担軽減に繋がっていた。 （図①-1）
・病院救命士の業務として、回答した56病院中50病院（89％）が地域MC協議会又は院内

MCの関与のもとで救急救命処置の実施に賛成し 、6病院（11％）が反対した（図①-2）

59%

・病院救命士を雇用していない202病院中174病院（86%）が、病院救命士の雇用により、
医師、看護師業務の負担軽減になると回答した。（図②）

59

(29%)

115

（57%）

27

(14%)

大いに、負担軽減になる

ある程度、負担軽減になる

あまり、負担軽減にならない

図①-1 院内他職種の評価 図①-2 救急救命処置の実施 図② 負担軽減になるか

（平成30年度厚生労働科学特別研究：消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に資する研究」）
17
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（目的）近年の救急需要増加において、救急搬送受入れ等救急部門の医師・看護師の負担が増
している。そこで、病院救急車による患者搬送業務、救急外来における救急業務等において、
院内で雇用している救急救命士を活用することによる医師・看護師の負担軽減効果を検討する。
（方法）全国の救命救急センター及び地域医療支援病院588施設を対象に、病院救急救命士の
活用方法及び業務内容に関する調査を行うとともに、病院救命士の活用が医師・看護師の負担
軽減につながる効果があるかどうかについてアンケート調査を行った。
（結果）588施設中260施設が回答した（回答率44.2%）。救急救命士を雇用している医療
機関は58医療機関（22%）、非雇用医療機関は202医療機関（78%）であった。（図①）

☞ 全国の救命救急センター、地域医療支援病院における、病院救命士の院内業務
及び病院救急車による転院搬送業務の現状に関する調査

★病院救命士数・配置部署・業務内容（回答：救命士雇用58施設）
・雇用人数：2人以下48.3%、3～5人29.3%（図②）
・配置場所：看護部27.8%、事務部22.7%、救命士単独部門13.6%
・業務内容：救急外来・救急病棟46.2%、患者搬送26.8%（図③）

55
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11 13
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救急部門以外

の院内業務

病院車による

患者搬送

患者に接しな

い事務等
その他

55 8 32 11 13

図③ 病院救命士の業務内容
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図② 雇用人数

（平成30年度厚生労働科学特別研究：消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に資する研究」）

（複数回答）
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58

(22%)

202

(78%)

病院救命士雇用医療機関

病院救命士非雇用医療機関

図① 病院救命士雇用状況

N=260
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看護記録の記載

更衣の介助

検査誘導

点滴ルート作成

検体の取り扱い

転院搬送の付き添い

救急外来の清掃

ドクターカーや救急車の清…

救急車載医療資機材の点検…

院内での患者の移送や移動

医療器具・医薬品の在庫管理

病棟等での看護ケアの補助

バイタルサイン・チェック

静脈路確保

CPA時の気道確保・気管挿管

CPA時の胸骨圧迫

CPA時の除細動

薬剤投与（アドレナリン）

病院救命士を雇用した場合に、病院側が期待している業務内容について

病院救命士にどのような院内業務を期待しますか。 救急救命士を雇用していない202病院が回答した。
▷救急外来、患者搬送業務の補助目的で病院救命士
を雇用することに、82.1％の病院が賛成した。
▷MC協議会又は院内MCの関与のもとで、病院救命
士が院内で救急救命処置を行うことに85％の病院が
賛成した。（図①）
▷救急救命士に期待する業務は、①転院搬送の付き
添い、②バイタルサインチェック、③院内での患者
の移送や移動の順で多かった。78.2％の病院が、
CPA時の静脈路確保、気道確保・気管挿管、除細動、
アドレナリン投与まで期待していた。（図Ａ）
▷緊急度の低い又は病状の安定した患者を、医師、
看護師に代わり病院救命士が搭乗して病院救急車で
搬送することに81％の病院が賛成した。（図②）

81

(41%)88

(44%)

29

(15%)

賛成（病院独自のＭＣ体制）
賛成（ＭＣ協議会によるＭＣ体制）
反対（救急救命士の実施は不要）

162

( 81%)

37

(19%)

賛成 反対

N=181

図① 院内の救急救命処置の実施 図② 病院救命士による患者搬送

図Ａ

（平成30年度厚生労働科学特別研究：消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に資する研究」）
19
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消防救急車による転院搬送事案のなかに、低緊急又は病状が安定している傷病者の
搬送事案が含まれていることから、消防救急車適正利用を進めて行くするために、
病院救命士が搭乗する病院救急車、民間救命士が搭乗する民間救急車の活用が重要

★病院においては、①医師、看護師が病院救急車に同乗する業務負担を軽減するた
め、病院救命士単独で患者搬送業務ができる体制整備、②病院救急車運用に掛かる
病院負担（経費や事故時の責任・補償等）、運用に対する診療報酬上又は補助金等
による病院車活用の支援体制が必要
★民間事業所においては、①民間救命士がＭＣ下に患者搬送業務ができる環境整備、
民間救命士の質を担保するための再研修機会の確保、民間救急車に積載する医療資
機材等の整備、②救命士雇用に掛かる経費、有料搬送料金設定等の課題解決が必要
★地域MC協議会においては、消防機関以外の救急救命士の救急救命処置に関する
指針の策定、患者搬送中のオンラインＭＣ体制の確保、病院実習・再研修に関する
ガイドライン策定等、消防機関に属する救急救命士に準ずるＭＣ体制の確保が必要
★地域消防機関、地域医師会、地域保健衛生・高齢者福祉部局等との連携が必要

★ 転院搬送における消防救急車の代替搬送システムとして、消防機関以外の救急
救命士が搭乗する患者等搬送車の活用推進のための、現状の課題と解決策の総括

20
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▶研究成果として、消防機関以外に属する救急救命士が搭乗する消防救急車以外の
患者等搬送車を活用する、緊急走行しない、緩やかな救急搬送システムを構築した。

▶働き方改革とタスクシフティングの観点から、院内救急業務、転院搬送業務への
病院救命士の活用は、医師、看護師、救急救命士等病院職員の労働負担の平均化、
及び消防救急車適正使用による消防職員の労働環境改善にも繋がると考えられる。

本日のまとめ

▶緊急度が低い又は病状の安定した患者搬送において、消防機関以外の救急救命士
が現場及び搬送車内で行う救急救命処置に対する、新たなメディカルコントロール
（MC）体制を確立した。また、消防機関以外の救急救命士が行う救急救命処置の
質を担保するため、ＭＣ協議会認定救命士制度、病院実習・再研修体制を整備した。

▶新たに構築したオンラインＭＣのもとで、緊急度が低い又は病状の安定した患者
を対象に、病院救命士が搭乗する病院救急車による迎え搬送（他の場所から自院へ
の転院搬送）の試験運用を行い、緊急度の低い患者搬送の安全性を確認した。

▶今後は、ＭＣ体制下に病院内で病院救命士による救急救命処置が実施できる環境
整備が急がれる。
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消防救急車に代わる患者等搬送車を活用した、緊急走行しない緩やかな救急搬送システム

・介護施設
・在宅

介護・福祉タクシー等患者搬送車

・在宅療養中、診療所受診中
介護施設利用中の低緊急患者

・受診先・搬送先が決まっている
・医師から搬送手段の指示がある

緊急度の低い急病者

・急がない受診であるが、受診手段
がない独居高齢者等

・検査目的、薬切れ等の受診等

緊急性のない患者（ときに）

病状が安定した転院搬送患者

・病状が安定している
・受診・搬送先が決まっている
・医師から搬送手段の指示がある
・搬送中の処置等が事前に判っている

民間救命士が搭乗する民間救急車の活用

▷地域MC協議会が認定する消防機関以外の救急
救命士（MC協議会認定救命士）が搭乗活動
▷搬送患者の病状変化に合わせた救急救命処置

の実施が可能
▷現場及び搬送車内でオンラインMC下に、MC

医師による指示・指導・助言を受けることが可能
▷救急救命処置が実施できる資機材を積載して
いる病院救急車、民間救急車を運用

かかりつけ機能の充実化

・かかりつけ患者の基本情報
医療情報の管理

・かかりつけ医による
搬送手段・搬送先の選定

かかりつけ医・担当医師による
緊急度判断・搬送手段選定

・一般病院
・有床診療所
・診療所

緩やかな救急搬送の対象患者

受診・搬送時間の調整

在宅療養支援センター

訪問看護ステーション

地域包括支援センター

連携

情報

提供

オンラインMC 指示・助言

緊急事態
病状変化

病院救命士が搭乗する病院救急車の活用

民間救急車（民間救命士の搭乗）

病院救急車（病院救命士の搭乗）

消防救急車
との連携

低緊急度（ 緑 ）の判断

地域医師会・地域MC協議会・高齢者福祉
介護福祉・保健衛生・消防機関等関係機関

連携協働

病院救急車・民間救急車の依頼

傷病程度（軽症）の判断
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消防救急車の代替搬送手段における病院救急車の活用に資する研究 構成員

氏 名 所 属

研究代表者 伊藤 重彦 北九州市立八幡病院 院長 救命救急センター 統括

研究分担者 森村 尚登 東京大学大学院 医学系研究科 救急医学 教授

北小屋 裕 京都橘大学 健康科学部 救急救命学科 助教

辻 友篤 東海大学 医学部外科学救命救急医学 講師

岡本 好司 北九州市立八幡病院 副院長 消化器・肝臓病センター長

坂本 喜彦 北九州総合病院 副院長 救命救急センター長

研究協力者 福地 靖範 北九州市医師会 救急担当理事

森川 博司 一般財団法人 救急振興財団 救急救命九州研修所 所長

桶舎 典哲 首都大学東京 法学部 教授

佐藤 英博 戸畑共立病院 副院長 救急総合診療部

橋本 雄太郎 杏林大学大学院 国際協力研究科 教授

林 宗博 日本赤十字社医療センター 救命救急センター長

清水 敬樹 東京都立多摩総合医療センター 救命救急センター長

問田 千晶 東京大学医学部附属病院 災害医療マネジメント部 副部長

大貫 隆広 帝京大学医学部 救急医学講座 助手

斉宮 朋彦 北九州総合病院 救急科 救急救命士 主任

青木 穂髙 北九州市保健福祉局 地域医療課 課長

木村 信幸 北九州市消防局 救急課 課長

黒木 延明 北九州市保健福祉局 地域医療課 係長

奥 泰幸 北九州市消防局 救急指導課 係長

田口 健蔵 北九州市立八幡病院 災害外傷外科 部長
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